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鳥取県企業経営者見通し調査
調査結果報告書
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【御利用にあたって】

１ 調査要領

本調査は、県内にある事業所の経営責任者を対象として、景気及び経営に対する判断及び見通し等を調

査したものである。

（１）調査対象

原則として県内にある従業者規模30人以上の事業所の中から300事業所を選定した。

※従業者規模200人以上の事業所：原則として全数調査

従業者規模200人未満の事業所：産業別に抽出

（２）調査時点 平成２５年２月１日現在

（３）調査方法 調査対象者の自計申告により行った。

（４）有効回答率

区 分 調 査 有 効 有 効 区 分 調 査 有 効 有 効

対象数 回答数 回答率(%) 対象数 回答数 回答率(%)

製造業 １１６ １０７ ９２．２ 非製造業 １８４ １６４ ８９．１

食料品 ２０ １９ ９５．０ 建設業 ２６ ２４ ９２．３

衣服・その他 ８ ８ １００ 運輸・通信業 ２６ ２２ ８４．６

パルプ・紙 ７ ６ ８５．７ 卸売・小売業 ３５ ３５ １００

金属製品 ９ ９ １００ サービス業 ７９ ６６ ８３．５

一般機械 １０ １０ １００ その他産業 １８ １７ ９４．４

電気機械 ４１ ３６ ８７．８

その他製造業 ２１ １９ ９０．５ 合 計 ３００ ２７１ ９０．３

２ 利用上の注意

（１）四半期を単位として、それぞれの前四半期に対する判断及び見通しを調査したものである。

（２）判断指標（ＢＳＩ＝ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ｻｰﾍﾞｲ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ）とは、景気や売上高などの項目について、企業経営者が

「上昇（増加）と回答した割合」から「下降（減少）と回答した割合」を差し引いた値をいう。

（３）集計上の産業分類は、県民経済計算に用いる経済活動別分類（93ＳＮＡ分類）に基づいて行った。お

おむね日本標準産業分類に準拠するが、一部例外として扱うものもある。

（４）製造業、非製造業に属する各業種の上昇等の割合は、当該業種について各項目の有効回答数に対する

各項目内での選択肢の割合で求めたが、全産業、製造業、非製造業の割合の算出方法については、県経

済に対する影響度を考慮して、平成２２年度の総生産額（平成２２年度鳥取県県民経済計算）により加

重平均したものである。（「３ 割合の算出方法」を参照）

（５）統計表の数値は、単位未満を四捨五入しており、内訳（構成比）が100％にならない場合がある。

３ 割合の算出方法

（１）製造業に属する「食料品」「衣服・その他」「パルプ・紙」「金属製品」「一般機械」「電気機械」「その

他製造業」、非製造業に属する「建設業」「運輸・通信業」「卸売・小売業」「サービス業」「その他産業」

については、各業種の有効回答数を分母とし該当項目を割ることにより算出した。

【例】（当該業種の当該項目の選択肢回答数／当該業種の当該項目の有効回答数）×１００

（２）「全産業」、「製造業」及び「非製造業」については、平成２２年度経済活動別県内総生産額をウエイ

トとして、加重平均して求めた。

【例】製造業 ∑(食料品の割合×食料品の総生産額＋･･･)／∑(食料品の総生産額＋･･･)

４ グラフの表記について

本書に記載されるグラフの横軸の数字が指示する内容は、以下のとおり。

・「１」 １～３月期（第１四半期） ・「２」 ４～６月期（第２四半期）

・「３」 ７～９月期（第３四半期） ・「４」 10～12月期（第４四半期）



調査対象：300事業所 ／ 有効回答 ： 271事業所 ／ 有効回答率 ： 90.3%

製造業 107事業所 ： 7業種＝｢食料品｣、｢衣服･その他｣、｢パルプ･紙｣、｢金属製品｣、｢一般機械｣、｢電気機械｣、｢その他製造業｣

非製造業 164事業所 ： 5業種＝｢建設業｣、｢運輸･通信業｣、｢卸売･小売業｣、｢サービス業｣、｢その他産業｣

景気や売上高などの項目について、前の四半期に比べて「上昇（増加）と回答した割合」から「下降（減少）と回答した割合」を差し引いた値

1 業界の景気判断

○平成25年1-3月期の企業の景況感

・景気判断ＢＳＩはマイナス２３。平成23年10-12月期から６期連続のマイナスも、この時期としては比較的高い水準

・前期予想（マイナス２８）からやや上方修正されたが、景気の停滞感が強く意識され、原燃料高など円高修正の副作用への懸念も大きい

○平成25年4-6月期以降の見通し

・平成25年4-6月期はプラス７へと改善する見込み。同7-9期もプラス２の予想と、景気回復への期待感が色濃く見られる

・経済対策の顕在化への期待が大きいが、海外景気への持ち直し期待も加わり、製造業で改善が顕著

【表１】県内企業の業界の景気判断ＢＳＩ（全産業） 【表２】県内企業の業界の景気判断ＢＳＩ（製造業）

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

平成 17年 -25 -12 -4 10 平成 22年 -28 7 -8 -1

18年 -22 -5 4 5 23年 -42 -18 6 3

19年 -33 -13 -13 -9 24年 -41 1 -23 -9

20年 -59 -27 -37 -42 25年 -28 (20) (17)

21年 -62 -31 -18 1 【表３】県内企業の業界の景気判断ＢＳＩ（非製造業）

22年 -31 -8 -2 -13 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

23年 -35 -35 5 -3 平成 22年 -31 -11 0 -16

24年 -34 -4 -5 -10 23年 -33 -40 3 -6

25年 -23 (7) (2) 24年 -32 -4 -1 -9

25年 -22 (5) (0)

【注】 景気判断ＢＳＩは、業界の景気が「上昇する」と答えた企業から「下降する」と答えた企業の割合を差し引いた数値。（ ）内は見通し

【図１】県内企業の業界の景気判断ＢＳＩの推移（左＝全産業、右＝各業種）

【注】 は景気後退期。横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」（以下同じ）

○景況感の基調判断

（１）最近の動向

（２）注意点

平成２５年第１回鳥取県企業経営者見通し調査の結果概要（２月１日実施）

○企業の景況感を示す景気判断指数（ＢＳＩ）は、足元の平成２５年１－３月期がマイナス２３

○６期連続のマイナス。前回調査の１０－１２月期（マイナス１０）から落ち込む。基調は横ばい圏内で一進一退の動き

○全体としては前期の予想（マイナス２８）からやや上方修正。製造業はやや下振れし、非製造業はやや上振れ

○３か月後（平成25年4-6月期）の先行き予想は、経済対策への期待感からプラス７へと大きく改善する見通し

【回答の状況】

【回答の内訳】

・製造業 ： 景気対策による為替の安値での長期安定、米国、中国での需要回復期待などが押し上げ

【「ＢＳＩ」とは】

主な要因
・製造業 ： 円安の進行により電子・デバイスの輸出環境改善などプラス面もあったが、企業再編の影響が重荷

・非製造業 ： 運輸関連を中心に燃料価格の高騰などの円安懸念が強い。建設業は経営環境の改善が続く

・平成22年10-12月期以降、政策効果の息切れや東日本大震災などの影響で一時的に悪化

・震災後の供給網の復旧や消費マインドの好転を受けて平成23年4-6月期を底に持ち直しに転じていた。

・内需主導で回復基調に戻りつつあったが、製造業の不振や消費減速が下押し圧力となり、足元では横ばい圏内で一進一退

・中国経済の減速、米国の債務上限問題の行方、欧州債務危機の再燃など海外を中心に懸念材料が残る。

・景気対策による経営環境の改善効果が期待されるが、原燃料高など円安のマイナス面が相殺する恐れもある。

・非製造業 ： 公共事業の予算増額に伴う建設業の業況改善が牽引。消費回復への期待感も強い
主な要因
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2 業種別の状況

【表４】県内企業の業界の景気判断ＢＳＩ（各業種）

前回 今回 ３か月後予想 ６か月後予想

H24/10-12月期 H25/1-3月期 4-6月期 7-9月期

全産業 -10 -23 7 2
製造業 -9 -28 20 17

食料品 29 -58 48 5 畜産品、水産品、パン・菓子

衣服・その他 37 -13 -25 -25

パルプ・紙 0 -40 20 0

金属製品 14 -25 -12 0

一般機械 -64 -36 36 9

電気機械 -44 -20 11 28 電子部品・デバイス、電気機械器具、情報通信器具

その他 11 -15 25 15 飼料、家具、印刷、鉄鋼、輸送用機械器具

非製造業 -9 -22 5 0

建設業 5 12 12 16

運輸・通信業 9 -36 9 -5 道路旅客運送、道路貨物運送、通信

卸売・小売業 0 -20 11 20

サービス業 -18 -26 12 8 宿泊・飲食、娯楽、廃棄物処理、建物サービス、警備

その他 -12 -24 -6 -18 農林水産、電気・ガス、金融・保険、物品賃貸

【表５】自己企業の売上高判断ＢＳＩ（各業種）

前回 今回 ３か月後予想 ６か月後予想

H24/10-12月期 H25/1-3月期 4-6月期 7-9月期

全産業 1 -16 -13 11

製造業 4 -34 17 6

食料品 60 -77 50 -11 畜産品、水産品、パン・菓子

衣服・その他 0 -13 -13 -50

パルプ・紙 0 -20 25 -25

金属製品 43 -38 -13 -12

一般機械 -36 -27 40 22

電気機械 -38 -25 3 22 電子部品・デバイス、電気機械器具、情報通信器具

その他 11 -15 27 -10 飼料、家具、印刷、鉄鋼、輸送用機械器具

非製造業 0 -13 -19 12

建設業 -4 17 -27 5

運輸・通信業 29 -41 -9 0 道路旅客運送、道路貨物運送、通信

卸売・小売業 28 -20 0 29

サービス業 -14 -32 6 10 宿泊・飲食、娯楽、廃棄物処理、建物サービス、警備

その他 0 6 -47 11 農林水産、電気・ガス、金融・保険、物品賃貸

○製造業の景況感

＜主な動き＞

・金属製品 ： 住宅着工など建築向けに好材料が現れ、景況感は足踏みから脱する動き

・一般機械 ： 国内投資の低迷や海外不振で、景況感は弱い動きを強める

＜企業からの声＞

○非製造業の景況感
＜主な動き＞

・運輸・通信業 ： 円安による燃料高が下押しするものの、景況感は持ち直しの動きを維持

・サービス業 ： 観光・人材が低迷、廃棄物・建物・情報に明るさ。景況感は総じて一進一退

＜企業からの声＞

・国土強靱化投資などで景気が上向くことが期待されるが、地方まで影響が及ぶのには半年～１年以上かかりそう（建設業）

・原油高の傾向にあり、燃料費が経営を圧迫する（運輸・通信業）

・従業員高齢化に伴う要員不足が最大の問題。ここ2-3年で65歳定年を迎える従業員の補充と戦力化が必要（サービス業）

含まれる主な業種

含まれる主な業種

＜主な動き＞

○製造業

・食料品 ： 観光土産菓子は県外需要が堅調で水産加工品も順調だが、円安による原燃料高が大きく下押し

・電気機械 ： 円安効果で電子部品・デバイスが回復に向かうが、通信機器などで企業再編問題が根強く底ばいの動き

○非製造業

・建設業 ： 順調な公共工事予算の執行に大型補正予算への期待感も加わり、建築中心に堅調な動き

・卸売・小売業 ： ボーナス支給額の減少などで個人消費に陰りが見られ、小売業が失速するなど足踏み状態

・だいぶ円安になってきたので精神的安定につながっている。期待値は97円くらい（食料品）

・昨年末より受注状況が下降局面に入り、３月ごろまで増加は期待薄。４月以降、政策効果に期待するも不透明感は拭えず（一般機械）

・部品等を輸入しているため、直近の円安により損失が発生し経営リスクとなっている（電気機械）



3 その他の主な指標

○在庫水準

・製造業 ： 「適正」72%、「過大」20%、「不足」8%で、過剰感はやや緩和。次期は「適正」が増加し、ＢＳＩも大きく改善する見通し

・卸売・小売業 ： 「適正」88%、「過大」12%、「不足」0%で、前期より過剰感が緩和。次期は「適正」が100%へ

ポイント ・製造業は過剰感が高止まりしていたが、円高修正を追い風に輸出関連で出荷が回復し、緩和傾向へ転じる兆し

【図２】在庫水準が「適正」の割合の推移 【図３】在庫水準ＢＳＩ（過大－不足）の推移

○設備投資

・製造業 ： 1-3月期に1000万円以上の設備投資を「した（する）」企業は26%で、前期と同水準。4-6月期は24%とやや低下の見通し

・非製造業 ： 1-3月期に1000万円以上の設備投資を「した（する）」企業は30%で、前期と同水準。4-6月期は28%に低下の見通し

ポイント ・製造業での投資意欲の減退が顕著になりつつあり、非製造業にも頭打ち感。全般に経営強化に向けた投資は低迷

【図４】設備投資を「した（する）」の割合の推移 【表６】経営強化投資の実施割合（％、1-3月期）

電気機械

金属製品

その他（非製造）

食料品

運輸･通信業

卸売･小売業

その他（製造）

建設業

サービス業

衣服･その他

パルプ･紙

一般機械
※設備投資を「した（する）」割合×投資目的が「生産・販売力強化」の割合で算出

○経営上の問題点

・製造業 ： 上位３項目は「売上・受注不振」、「製品販売価格安」、「原材料価格高」

・非製造業 ： 上位３項目は「競争激化」、「売上・受注不振」、「製品販売価格安」

ポイント ・製造業は円高懸念が後退し、上位から外れる。非製造業では雇用ミスマッチによる人手不足が深刻化

【図５】経営上の問題点の推移
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○設備投資
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詳しくは… 統計表第１表（p19）

■図１ 業界の景気判断ＢＳＩ 概況
【注】 １ 横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

２ グラフの太線は、４期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し

全産業

製造業 非製造業

■表１ 業界の景気判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3

1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期

(6) (16)
上昇 9 16 27 19 7 21 22 20 11 26 21

(43) (31)
変わらない 47 25 47 52 46 48 46 44 53 42 41

(34) (21)
下降 44 51 22 22 41 25 27 30 34 19 19

(-28) (-5)

-35 -35 5 -3 -34 -4 -5 -10 -23 7 2

(-26) (7)
製造業 ＢＳＩ -42 -18 6 3 -41 1 -23 -9 -28 20 17

(-28) (-7)
非製造業 ＢＳＩ -33 -40 3 -6 -32 -4 -1 -9 -22 5 0

【注】 （ ）内は前回調査での見通し

全産業

← 見 通 し →

1 業界の景気判断（全産業）

・足元１～３月期の景気判断は「－２３」と６期連続のマイナス。１０～１２月期の「－１０」からやや落ち込み
・先行き４～６月期は製造業、非製造業はともにプラス転換。７～９月期はともにやや減速の見通し

ポイント

業種別の状況
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○平成２５年２月１日時点での業界の景気に関

する判断指数（BSI：「上昇」－「下降」）は、

足元の同年１０～１２月期が「－２３」と６

期連続のマイナスとなった。

○４期（１年）後方移動平均の動きを見ると、

基調としては、持ち直しの動きが足踏みし、

横ばい圏内で一進一退となっている。

○先行きは、平成２５年４～６月期が「７」へ

とプラス転換し、７～９月期は「２」とやや

プラス幅が縮小する見通しである。

【製造業】

○足元の１～３月期は、食料品などが悪化し、

「－２８」と３期連続のマイナス

○先行き４～６月期は、一般機械などが改善し、

「２０」と大幅にプラス転換する見通し

【非製造業】

○足元の１～３月期は運輸・通信業などが悪化

し、「－２２」と６期連続のマイナス

○先行き４～６月期は、サービス業などが改善

し、「５」とプラス転換する見通し



詳しくは… 統計表第２表（p19）、第３表（p20）

■図２ 自己企業の売上高判断ＢＳＩ 概況
【注】 １ 横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

２ グラフの太線は、４期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し

全産業

製造業 非製造業

■表２ 自己企業の売上高判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3

1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期

(18) (20)
増加 17 22 36 30 22 29 32 32 22 24 32

(40) (47)
変わらない 36 28 37 39 31 35 40 37 41 39 47

(43) (33)
減少 46 50 28 31 47 36 28 31 38 37 21

(-25) (-13)

-29 -28 8 -3 -25 -7 4 1 -16 -13 11

(-38) (0)
製造業 ＢＳＩ -46 -2 -7 7 -41 0 -26 4 -34 17 6

(-22) (-16)
非製造業 ＢＳＩ -24 -36 12 -3 -21 -8 11 0 -13 -19 12

【注】 （ ）内は前回調査での見通し

ＢＳＩ
(増加-減少）

全産業

← 見 通 し →

平成23年 24年 25年

業種別の状況

2 自己企業の売上高判断（全産業）

・足元１～３月期の売上高判断は「－１６」と３期ぶりにマイナス転換。１０～１２月期の「１」から悪化
・先行き４～６月期は「－１３」とマイナスが続くが、７～９月期は「１１」とプラス転換の見通し
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○平成２５年２月１日時点での自己企業の売上

高に関する判断指数（BSI：「増加」－「減少」）

は、足元の同年１～３月期が「－１６」と３

期ぶりにマイナス転換した。

○４期（１年）後方移動平均の動きを見ると、

基調としては、足踏み状態から持ち直しへの

兆しが見られる。

○先行きは、平成２５年４～６月期が「－１３」

とマイナスが続くが、７～９月期は「１１」

とプラス転換する見通しである。

【製造業】

○足元の１～３月期は、食料品などが悪化し、

「－３４」と２期ぶりにマイナス転換

○先行き４～６月期は、一般機械などが改善し、

「１７」へとプラス転換する見通し

【非製造業】

○足元の１～３月期は、運輸・通信業などが悪

化し、「－１３」と前期の「０」から低下

○先行き４～６月期は、その他産業などが悪化

し、「－１９」とマイナスが続く見通し



詳しくは… 統計表第４表（p20）、第５－１表・第５－２表（p21）

■図３ 自己企業の経常利益判断ＢＳＩ 概況
【注】 １ 横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

２ グラフの太線は、４期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し

全産業

製造業 非製造業

■表３ 自己企業の経常利益判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3

1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期

(17) (18)
増加 14 20 25 27 20 26 24 29 20 21 25

(46) (53)
変わらない 39 32 37 43 27 38 48 44 43 45 58

(38) (28)
減少 47 49 38 30 53 36 28 27 37 34 17

(-21) (-10)

-33 -29 -13 -3 -33 -10 -4 2 -17 -13 8

(-34) (4)
製造業 ＢＳＩ -43 -16 -27 -2 -52 -6 -27 5 -33 18 1

(-18) (-13)
非製造業 ＢＳＩ -29 -34 -9 -4 -30 -10 1 1 -15 -18 10

【注】 （ ）内は前回調査での見通し

業種別の状況

3 自己企業の経常利益判断（全産業）

・足元１～３月期の経常利益判断は「－１７」と２期ぶりにマイナス転換
・先行き４～６月期は「－１３」とマイナスが続くが、７～９月期は「８」へとプラス転換する見通し

ポイント

ＢＳＩ
(増加-減少）
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← 見 通 し →
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○平成２５年２月１日時点での自己企業の経常

利益に関する判断指数（BSI：「増加」－「減

少」）は、足元の同年１～３月期が「－１７」

と２期ぶりにマイナス転換した。

○４期（１年）後方移動平均の動きを見ると、

基調としては、平成２４年１～３月期を底と

して持ち直しの動きが続いている。

○先行きは、平成２５年４～６月期は「－１３」

とマイナスが続くが、７～９月期は「８」へ

とプラス転換する見通し

【製造業】

○足元の１～３月期は、食料品などが悪化し、

「－３３」へと２期ぶりにマイナス転換

○先行き４～６月期は、その他製造などが改善

し、「１８」とプラス転換する見通し

【非製造業】

○足元の１～３月期は、運輸・通信業などが悪

化し、「－１５」と３期ぶりにマイナス転換

○先行き４～６月期は、建設業などが悪化し、

「－１８」とマイナスが続く見通し



統計表第１～５－２表（p19-21）

製造業

食料品 水産加工品などは堅調も、円安による原燃料高で景況感は腰折れ

■図 業界の景気判断ＢＳＩ ■表 景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3
(-36) (29)

景気 -48 23 -28 29 -58 48 5
(-60) (20)

売上高 -68 24 -39 60 -77 50 -11
(-47) (20)

経常利益 -74 18 -33 60 -77 56 -16

衣服・その他 東日本の寒波で冬物衣料の需要が堅調。景況感に下げ止まりの兆し

■図 業界の景気判断ＢＳＩ ■表 景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3
(-25) (0)

景気 -29 0 -43 37 -13 -25 -25
(-12) (15)

売上高 -43 -25 -28 0 -13 -13 -50
(-25) (12)

経常利益 -29 -25 -14 12 -37 -25 -63

パルプ・紙 輸入紙との競争が激しく販売低迷。原燃料高も加わり、景況感は足踏みが続く

■図 業界の景気判断ＢＳＩ ■表 景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3
(-25) (25)

景気 -33 0 0 0 -40 20 0
(0) (25)

売上高 -17 -16 0 0 -20 25 -25
(40) (25)

経常利益 0 -50 20 -20 20 -25 0

金属製品 住宅着工など建築向けに好材料が現れ、景況感は足踏みから脱する兆し

■図 業界の景気判断ＢＳＩ ■表 景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3
(-29) (29)

景気 -63 -29 -15 14 -25 -12 0
(-14) (-15)

売上高 -75 -57 0 43 -38 -13 -12
(-14) (-15)

経常利益 -88 -57 0 28 -25 -13 -12

← 見 通 し →

4 業種別の状況（景気、売上高、経常利益） 詳しくは…

← 見 通 し →

24年 25年

← 見 通 し →

24年 25年

24年 25年

24年 25年
← 見 通 し →
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観光土産菓子は県外需要が堅調で、水産加工品はカニ関連が動いて

いるが、長期化する原料価格の低迷に加えて、急速に進む円安によ

る原材料・燃料の高騰が収益を下押し。回復基調にあった景況感が

腰折れする要因となっている。
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今冬は東日本を中心に積雪・低温が目立ち、機能性の高い製品など

冬物衣料の需要は堅調に推移した模様。主力のニット製外衣、織物

製外衣の生産は底堅く、足元の景況感には下げ止まりの兆しが見ら

れるが、先行きは不透明。
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印刷用紙は輸入紙との価格競争が激しく生産低迷。物流の動きが鈍

く、段ボールも力強さに欠ける状況。円安による原燃料高が追い打

ちし、景況感は足踏み状態が続いている。ただ、円安が長期化すれ

ば先行きは輸入紙との競争環境が好転する公算もある。
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持ち家を中心とした住宅着の持ち直しの動きなど、建築向け鋼材な

どに好材料が現れつつあるが、金型は低迷するなど品目によって温

度差がある。総じてなお景況感は横ばい圏内にあるものの、足踏み

状態から脱する兆しも見られる。

各業種の平成２５年１～３月期の景気判断、売上高判断、経常利益判断について、背景にあると考えられる要因等を

含めて、その動向を以下のとおりまとめた。なお、要因等については、鳥取銀行、山陰経済経営研究所、鳥取信用金庫、

米子信用金庫、鳥取環境大学地域イノベーション研究センターの意見等を参考にした。



一般機械 国内投資の低迷や海外不振で、景況感は弱い動きを強める

■図 業界の景気判断ＢＳＩ ■表 景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3
(0) (-9)

景気 -11 9 -10 -64 -36 36 9
(-27) (20)

売上高 22 9 -10 -36 -27 40 22
(-27) (10)

経常利益 11 0 -60 -36 -27 10 0

電気機械 スマホ関連は堅調も、国内向けが厳しく、景況感は底ばいの動き

■図 業界の景気判断ＢＳＩ ■表 景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3
(-20) (0)

景気 -38 -12 -20 -44 -20 11 28
(-29) (-9)

売上高 -29 -9 -20 -38 -25 3 22
(-29) (-3)

経常利益 -46 -21 -21 -38 -23 8 12

その他製造業 印刷で不動産向け、輸送機械で軽向けなど好材料があり、景況感は下げ止まり

■図 業界の景気判断ＢＳＩ ■表 景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3
(-27) (-22)

景気 -39 5 -26 11 -15 25 15
(-41) (-19)

売上高 -28 5 -36 11 -15 27 -10
(-41) (-13)

経常利益 -34 11 -42 16 -10 21 5

非製造業

建設業 建築を中心に公共工事の堅調が続き、景況感は持ち直しの動きを強める

■図 業界の景気判断ＢＳＩ ■表 景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3
(-24) (-33)

景気 -21 -12 -4 5 12 12 16
(-28) (-42)

売上高 -13 -21 4 -4 17 -27 5
(-14) (-62)

経常利益 -17 -33 -18 -24 26 -37 -14

25年

24年 25年

24年 25年

※「その他製造業」に含まれる主な業種：飼料、家具、印刷、鉄鋼、輸送用機械器具

← 見 通 し →

← 見 通 し →

24年

← 見 通 し →

← 見 通 し →

24年 25年
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国内の設備投資意欲の低迷に加え、中国向けの不振が拍車を掛け、

景況感は弱い動きが強まっている。半導体製造装置や建設機械の部

分品などが低調。ただ、先行きは円安の長期安定化で輸出環境が改

善し、上向きに転じる公算もある。
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液晶素子などスマートフォン関連の電子部品は堅調に推移してい

るものの、国内のデジタル製品向けは在庫が高止まりし、なお調整

局面にある。電機産業の再編の影響も心理的には厳しく、景況感は

底ばいの動き。先行きは円安効果への期待が大きい。
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印刷は昨年末の衆院選によるポスターなどの特需が消えたものの、

不動産関連のチラシに動き。鉄鋼は引き続き水準が低い。輸送機械

はエコカー補助金の打ち切りが響くが、底堅い軽自動車向けが下支

え。総じて景況感は下げ止まり、持ち直しへの兆しも見られる。
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公共施設の改修工事の増勢が続く建築関連が堅調を保持。土木関連

もやや減速しているが水準は高く、景況感は持ち直しの動きをいっ

そう強めている。先行きは補正予算関連の公共工事や住宅の駆け込

み特需の顕現など好材料が多いが、人手不足が水を差す公算も。



運輸・通信業 円安による燃料高が下押しするものの、景況感は持ち直しの動きを維持

■図 業界の景気判断ＢＳＩ ■表 景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3
(-33) (19)

景気 -46 -9 -4 9 -36 9 -5
(-40) (25)

売上高 -46 -9 0 29 -41 -9 0
(-35) (25)

経常利益 -45 0 0 28 -50 -23 0

卸売・小売業 小売業は失速し、卸売業も低調。景況感は足踏み状態が続く

■図 業界の景気判断ＢＳＩ ■表 景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3
(-17) (10)

景気 -32 13 10 0 -20 11 20
(-20) (10)

売上高 -19 7 26 28 -20 0 29
(-4) (3)

経常利益 -28 -6 0 14 -17 8 26

サービス業 観光・人材が低迷、廃棄物・建物・情報に明るさ。景況感は総じて一進一退

■図 業界の景気判断ＢＳＩ ■表 景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3
(-42) (-7)

景気 -45 4 2 -18 -26 12 8
(-45) (-7)

売上高 -42 10 16 -14 -32 6 10
(-38) (-10)

経常利益 -41 -2 13 -8 -24 -11 6

その他産業 証券で急速に業績回復するも他部門は低迷し、景況感は停滞が続く

■図 業界の景気判断ＢＳＩ ■表 景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

1 2 3 4 1 2 3
(-19) (-13)

景気 -18 -16 -6 -12 -24 -6 -18
(8) (-38)

売上高 5 -28 5 0 6 -47 11
(0) (-19)

経常利益 -17 -16 -6 6 -6 -29 13

【注】 １ グラフの横軸、表の年の下の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

２ グラフの太線は、４期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し

３ 表の（ ）内は前回調査での見通し

← 見 通 し →

← 見 通 し →

24年 25年

※「その他産業」に含まれる主な業種：農林水産、電気・ガス、金融・保険、物品賃貸

← 見 通 し →

← 見 通 し →

24年 25年

24年 25年

24年 25年
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貨物輸送は生産活動の停滞で物流の動きが鈍い。旅客輸送は大型イ

ベント効果の剥落が響く。さらに急速に進んだ円安により燃料費が

上昇して経営を圧迫している。ただ、基調としてはやや鈍化してい

るものの、緩やかな持ち直しの動きを維持している。
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冬期ボーナス支給額の減少など所得面の弱さが響いて、小売業の景

況感は失速。ただ、エコカー補助の打ち切りの影響は脱しつつある。

卸売業は食品関連が停滞し、産業向けも低調。全体として、景況感

は足踏み状態が続いている。
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観光関連は一部に見られた大型イベント効果が剥落し、宿泊施設は

客足低迷。廃棄物処理、建物サービス、情報サービスに回復感が兆

しているが、人材サービスは製造業向けを中心に低調。総じて、景

況感は一進一退の動きとなっている。
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金融関連は銀行で長引く資金需要の低迷に加え、中小企業金融円滑

化法が終了する３月末以降の取引先の動向が懸念材料に。証券は株

式相場の活況で急速に業績が回復している。農林水産業、リース業

等は動きが鈍い。景況感は総じて停滞が続いている。



詳しくは… 統計表第６表（p22）

■図４ 自己企業の生産数量判断ＢＳＩ（製造業） 概況
【注】 １ 横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

２ グラフの太線は、４期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し

■表４ 自己企業の生産数量判断ＢＳＩ（製造業） ←見通し→

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2

1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期

(15)
増加 16 41 34 44 18 33 25 43 17 40

(31)
変わらない 25 22 33 23 23 34 32 24 38 41

(54)
減少 60 37 32 33 59 33 43 33 46 19

(-39)

-44 4 2 11 -41 0 -18 10 -29 21

【注】 （ ）内は前回調査での見通し

ＢＳＩ
(増加-減少）

平成23年 24年 25年

5 生産数量の判断（製造業）

・足元１～３月期の生産数量判断は「－２９」と、前期の「１０」から悪化
・先行き４～６月期は、「２１」へ改善する見通し
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【図】資金繰り判断における「余裕がない」の割合の推移（製造業、非製造業）
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○自己企業（製造業）の生産数量に関する

判断指数（BSI：「増加」－「減少」）は、

足元の平成２５年１～３月期が「－２９」

となり、前期から悪化した。

○足元の動きは、食料品や衣服・その他、

一般機械などで前期から悪化したことが

影響した。

○４期（１年）後方移動平均の動きを見る

と、直近１年の基調としては、横ばい圏

内での下降傾向が一服しつつある。

○先行き４～６月期は、食料品やその他製

造などで増産が見込まれ、「２１」へとプ

ラス転換する見通しである。

業種間の格差が目立つ資金繰り判断データを
読む。

中小企業金融円滑化法の適用期限が今年３月末
に迫ってきた。今後の資金繰りに気をもむ経営者も多
いのではないだろうか。
ただ、本調査の結果から見えてくるのは、そうした懸

念がどの事業分野でも一様ではなく、近年は業種に
よってかなりの格差があるということだ。
ここ１０年の業種別に見た県内企業経営者の資金

繰り判断の動き（図参照）は、リーマン・ショックの影響
が甚大だった平成２０年１０～１２月期から翌２１年１～３
月期を境にその様相が大きく変わる。それ以前は製

低下傾向

リーマン・ショック
の影響による上昇

造業、非製造業がほぼ同様の動きを示していた。た
が以降になると、両者の乖離が顕著になっていく。
非製造業は資金繰りに「余裕がない」の割合が一時

的に跳ね上がった後は沈静に向かい、最近は２０％
台で推移。一方、製造業は４０％前後での高止まりが
続いている。
円滑化法は、リーマン・ショック後の債務負担を軽減

するため平成２１年１２月から施行されたが、グラフ
を見る限り、県内製造業が同法から受けた恩恵
は限定的だったといえるかもしれない。

高止まり

【注】横軸の数字は、「1=1-3月期」「2=4-6月期」「3=7-9月期」「4=10-12月期」

ほぼ同じ動き

金融円滑化法施行期間
見
通
し

製造業

非製造業



詳しくは… 統計表第７表（p22）

ポイント

概況

■図５ 自己企業の在庫水準判断（製造業、卸売・小売業）

詳しくは… 統計表第８表（p22）

ポイント

概況

■図６ 自己企業の生産設備の規模判断（製造業）

7 生産設備の規模判断（製造業）

・平成２５年１月末時点での生産設備ＢＳＩは「２７」で、過大判断が優勢。前期から過剰感が強まる

6

・製造業の足元の在庫水準ＢＳＩは「１２」と前期「１５」から過剰感が和らぐ
・卸売・小売業の足元の在庫水準は「１２」と前期「１９」から過剰感が和らぐ

在庫水準の判断（製造業、卸売・小売業）

卸売・小売業
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【注】 横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

(BSI)=「過大」－「不足」

【製造業】

○平成２５年２月１日時点での在庫水準について、足

元の同年１～３月期において事業所の７２％が「適

正」と判断した（前期７７％）。また、「過大」は２

０％、「不足」が８％となった。

○在庫水準に関する判断指数（BSI：「過大」－「不足」）

は「１２」となり、前期「１５」から過剰感が和ら

いだ。

○先行き４～６月期は、「適正」が８３％に増加し、Ｂ

ＳＩも「４」と大幅に改善する見通しとなっている。

【卸売・小売業】

○足元１～３月期は「適正」が８８％（前期８１％）、「過

大」が１２％、「不足」が０％であり、BSI は「１２」

となって前期「１９」から過剰感が和らいだ。

○先行き４～６月期は「適正」が１００％となり、BSI

は「０」となる見通しとなっている。

○平成２５年１月末時点での自己企業（製造業）の生

産設備の状況は、「適正」判断が５５％（前期６５％）、

「過大」が３６％、「不足」が９％となった。

○この結果、生産設備の規模に関する判断指数（BSI：

「過大」－「不足」）は「２７」となり、前期の「１

９」から過剰感が強まった。

製造業
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【注】 横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」



詳しくは… 統計表第９－１表・第９－２（p23）、第９－３表（p24）

■図７ 自己企業の設備投資の動向 概況
【注】 １ 縦軸の数字は、1,000万円以上の設備投資をした（する）割合（％）

２ 横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

３ グラフの太線は、４期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し

全産業

製造業 非製造業

■表５ 自己企業の設備投資の動向 ←見通し→

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2

1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期

(22)
全産業 22 21 26 26 22 22 27 30 29 27

(17)
製造業 23 26 30 30 31 26 30 26 26 24

(24)
非製造業 22 19 25 24 20 21 26 30 30 28

【注】 1,000万円以上の設備投資をする（した）割合（％）。 （ ）内は前回調査での見通し

8 設備投資の動向（全産業）

・足元１～３月期における設備投資の実施は２９％で、前期から１ポイント低下
・先行き４～６月期は、２７％が設備投資を計画。製造業、非製造業ともに低下の見通し

ポイント
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○平成２５年２月１日時点での自己企業の設備

投資（１千万円以上）の実施状況は、足元の

同年１～３月期では２９％の事業所が「実施

した（する）」と回答した。

○４期（１年）後方移動平均の動きを見ると、

直近の基調としては、持ち直し傾向の一服感

が解消し、持ち直しの動きが回復している。

○先行き４～６月期の設備投資を「実施する」

事業所は２７％へと低下する見通しである。

【製造業】

○足元の１～３月期の実施事業所は２６％と、

前期と同じ水準

○先行き４～６月期の計画事業所は２４％へと

低下する見通し

【非製造業】

○足元の１～３月期の実施事業所は３０％と、

前期と同じ水準

○先行き４～６月期の計画事業所は２８％へと

低下する見通し



詳しくは… 統計表第10表（p24）

ポイント

概況

■図８ 自己企業の資金繰りの判断
【注】 横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

■表６ 自己企業の資金繰り判断ＢＳＩ ←見通し→

1 2 3 4 2 3 4 1 2

1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期

(-11)
全産業 -18 -15 -15 -19 -18 -16 -13 -17 -20

(-26)
製造業 -30 -28 -32 -21 -28 -25 -29 -27 -32

(-7)
非製造業 -14 -13 -10 -18 -16 -13 -9 -16 -17

【注】 （ ）内は前回調査での見通し

1-3月期

-12

-30
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1

9

・足元１～３月期の資金繰りの判断は、「余裕がある」が前期から減少して、ＢＳＩが「－１７」へ悪化
・先行き４～６月期のＢＳＩは、「－２０」へと悪化する見通し

資金繰りの判断（全産業）

業種別の状況

平成23年 24年 25年
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○平成２５年２月１日時点での資金繰りの判断は、足元

の同年１～３月期において「適正」とする割合が６６％

（前期６２％）、「余裕がある」が９％、「余裕がない」

が２６％となった。

○この結果、資金繰りに関する判断指数（BSI：「余裕が

ある」－「余裕がない」）は「－１７」となり、前期の

「－１３」から悪化した。

○先行き４～６月期の BSI は、「－２０」へとさらに悪化

する見通しである。
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(BSI)=「余裕がある」－「余裕がない」

【製造業】

○足元１～３月期は「余裕がない」が４０％に達したも

のの、BSI は「－２７」と前期「－２９」から改善

○先行き４～６月期の BSI は、「－３２」へと悪化する見

通し

【非製造業】

○足元１～３月期は「余裕がない」が増加して、BSI は

「－１６」と前期「－９」から悪化

○先行き４～６月期の BSI は、「－１７」とほぼ横ばいで

推移する見通し

見通し



詳しくは… 統計表第11表（p25）

ポイント

概況

■図９ 自己企業の経営上の問題点（上位５項目）

【注】 横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

10 企業経営上の問題点（全産業）

・全産業の上位３項目は、「競争激化」、「売上・受注不振」、「製品販売価格安」
・製造業の上位２項目は「売上・受注不振」、「製品販売価格安」。非製造業は「競争激化」、「売上・受注不振」

業種別の状況

平成２５年２月１日時点での自己企業の経営上の問題点を尋ねたところ（全１５項目から３項目まで選択）、「競

争激化」（５８％）、「売上・受注不振」（５０％）、「製品販売価格安」（３１％）が上位３項目となった。

全産業
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【製 造 業】「売上・受注不振」が６８％と最も割合が高く、次いで「製品販売価格安」（４５％）、「原材料等価格

高」（３７％）、「競争激化」（３６％）の順となり、これらの４項目で３０％を超える水準となってい

る。業種別に見ると、「売上・受注不振」と回答した割合が最も高いのは電気機械（８１％）であり、

「製品販売価格安」ではパルプ・紙（８０％）だった。

【非製造業】「競争激化」が６２％と最も割合が高く、次いで「売上・受注不振」（４７％）、「製品販売価格安」（２

９％）の順となっている。業種別に見ると、「競争激化」と回答した割合が最も高いのは建設業（８

０％）であり、「売上・受注不振」では卸売・小売業（７６％）だった。

製造業
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非製造業
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11 自由記入欄の傾向

今期は昨年末の政権交代後、急速に変化する経済環境に戸惑う声が多数に上った。目立ったのは円安の進

行による原材料や燃料の値上がりの影響。輸出品の販売増が顕在化するには時間がかかるため、通貨安の当

座は輸入品の価格上昇が貿易収支を悪化させる「Ｊカーブ効果」が経営の圧迫要因に。東部圏域では電機産

業の再編が製造業のみならず非製造業にも波及し、経営マインドを冷やした。先行き期待によるプラス効果

は、建設や証券など一部業種に限られた。

製 造 業 ・円安傾向になっているが、受注に影響するにはまだ時間が必要。期待はあるが、当面は低

操業を強いられる（その他製造）

・東部地域の製造業の縮小が目立ち、関係・取引会社への影響が大きい（電気機械）

・中国国内の自動車生産の減少でユーザーの輸出量が大幅にダウン。円安による灯油・重油

等の暖房費の上昇も加わり、経常収支は大幅なマイナス（電気機械）

非製造業 ・公共投資への期待がかかるが、大型事業に乏しく業界の景況が良くなるか微妙（建設業）

・レストラン改装により入店客は下げ止まりだが、当初試算ほど伸びていない。売上の核と

なる婦人服の回復の兆しが見えない（卸売・小売業）

・円安や米国景気の回復による株式相場の活況により、１月で通期の黒字転換。活況が続く

うちに収益基盤を固め、生産性を高めたい（その他産業）

Ｔｈｅ Ｖｏｉｃｅｓ ｏｆ ”ＧＥＮＢＡ”

「経営の春」はどこから来るか

安倍晋三首相は２月１２日、官邸で開いた経済界との意

見交換会の席上、日本経済団体連合会会長ら経済３団体

のトップに対し、「業績が改善している企業には、報酬引き

上げを行うなどの取り組みをぜひ検討していただきたい」と

直接呼びかけた。これに反応する形で、流通・サービス関

連の大手企業が一時金の増額やベースアップなどを相次

いで表明。従業員の年収引き上げへの機運がにわかに盛り

上がってきた。

ただ、今のところ県内の中小企業の賃上げ余力は乏し

い。業績改善どころか、急速に進む円安の副作用に苦慮す

る企業が目立つ。もちろん「だいぶ円安になってきたので精

神的安定につながっている」（食料品）のも一面で確か。だ

が、「急激な円安により

海外調達部材にかか

わる為替損失が非常

に大きい」（電気機械）、「軽油価格の上昇に歯止めがかか

っていない」（運輸・通信業）、「売上が伸びない上に原材料

・電気料金・重油の価格上昇が経費増圧力となっている」

（サービス業）のが多くの企業の実情だ。

先行きは政府の経済対策が顕在化すると見られるが、「４

～６月期には期待できる情報が入っている」（その他製造）

といった強気の一方で、「地方まで政策効果が及ぶのに半

年から１年半以上かかる」（建設業）など慎重な予測も根強

い。

総じていえば、足元は「心理的に景気回復感があるが実

体経済は低調のまま」（その他製造）であり、「見通しは明る

いが現状は非常に厳しい」（電気機械）という判断に落ち着

きそうだ。

こうした景気認識の中で、人材の過不足をめぐる経営心

理が揺れ動く。不足感が強いのは、目先に公共工事の増加

が見込まれる建設業。「これまでの公共事業の減少により技

術者を減らしてきた」（建設業）経緯から「専門職の人員不

足」（同）が深刻になっている。

ただ、受注増はあっても「一時的なもの」（建設関連サー

ビス業）との冷めた見方もあり、人材難がただちに雇用増に

結びつくかは不透明。他業種の声を借りれば、「人手の過

剰と不足が同居している。有効な人的資源は不足」（卸売・

小売業）というのが本音だろう。

一方で、既存の人材を「有効」にして経営力を高めてい

る県内企業も存在する。ある電気機械メーカーでは、新製

品の生産開始後に想

定外のトラブルが多発

したため、工程改善に

向け各部署から少人数のチームを組織。知恵を出し合い、

個人では対応できなかった課題を克服することで社員のス

キルアップにつなげている。マザー工場として改善手法を

教育する研修施設も建設予定で、指導役の人材育成を進

めているという。

またあるタクシー会社では、運転手に観光案内の資格を

取得してもらい観光事業に参入。大幅に刷新した自社ホー

ムページ上でタクシー利用の各種ツアーを紹介すると、リピ

ート客が増加して確実に売上予測ができるまでに至ってい

るという。

リーマン・ショックから４年あまり。企業関係者が長らく待ち

わびてきた「経営の春」は、こうした「人材の春」が呼び寄せ

るのかもしれない。

人材がもたらす経営力強化

現場は現場は

語る。語る。
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プロフィール

しみず・てるみつ 昭和１２年、鳥取

市生まれ。鳥取東高校卒業後、金属メ

ーカー経営者として活躍。現在、株式

会社千代エンジニアリング会長、株式

会社清水社長、株式会社メカワークシミ

ズ社長を務める。平成２２年１１月より鳥

取商工会議所会頭として中小企業の

経営支援などに尽力している。

４～６月期から円安効果が顕現。
製造業復活のカギは人材育成

景気見通しインタビュー （４回シリーズ）

地域の眼・産業の眼地域の眼・産業の眼～巨視と微視の間で読む～巨視と微視の間で読む ４

鳥取商工会議所会頭 清水 昭允氏

経済動向をとらえる視点にはマクロ（巨視）とミクロ（微視）があるが、全体と個別
だけでは不十分。空を舞う鳥と地を這う虫の間、等身大の人の目線なら実像がよ
り鮮明になる。地域と産業の複眼を持つ鳥取商工会議所・清水会頭に聞いた。

特別企画





統 計 表



■第１表 業界の景気判断 （全産業・業種別）

変わらない 上昇 下 降 不 明 ＢＳＩ 変わらない 上昇 下 降 不 明 ＢＳＩ 変わらない 上昇 下 降 不 明 ＢＳＩ

1 全 産 業 53 11 34 3 -23 42 26 19 13 7 41 21 19 20 2 1

2 製 造 業 48 9 37 6 -28 33 33 13 21 20 38 22 5 36 17 2

3 食料品 37 0 58 5 -58 32 53 5 11 48 47 21 16 16 5 3

4 衣服･その他 25 25 38 13 -13 25 13 38 25 -25 25 0 25 50 -25 4

5 パルプ･紙 20 20 60 0 -40 20 40 20 20 20 60 0 0 40 0 5

6 金属製品 38 13 38 13 -25 38 13 25 25 -12 63 0 0 38 0 6

7 一般機械 45 9 45 0 -36 18 45 9 27 36 27 9 0 64 9 7

8 電気機械 56 8 28 8 -20 39 25 14 22 11 33 28 0 39 28 8

9 その他 45 20 35 0 -15 20 40 15 25 25 35 20 5 40 15 9

10 非 製 造 業 54 11 33 2 -22 43 25 20 11 5 41 21 21 17 0 10

11 建設業 54 29 17 0 12 29 33 21 17 12 29 29 13 29 16 11

12 運輸･通信業 45 9 45 0 -36 50 23 14 14 9 36 18 23 23 -5 12

13 卸売･小売業 31 20 40 9 -20 31 34 23 11 11 26 37 17 20 20 13

14 サービス業 42 15 41 2 -26 32 36 24 8 12 32 29 21 18 8 14

15 その他 76 0 24 0 -24 59 12 18 12 -6 59 6 24 12 -18 15

■第２表 自己企業の売上高判断 ―増減の状況・見通し― （全産業・業種別）

変わらない 増加 減 少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減 少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減 少 ＢＳＩ

1 全 産 業 41 22 38 -16 39 24 37 -13 47 32 21 11 1

2 製 造 業 36 15 49 -34 41 38 21 17 56 25 19 6 2

3 食料品 11 6 83 -77 28 61 11 50 47 21 32 -11 3

4 衣服･その他 38 25 38 -13 38 25 38 -13 50 0 50 -50 4

5 パルプ･紙 0 40 60 -20 25 50 25 25 75 0 25 -25 5

6 金属製品 63 0 38 -38 38 25 38 -13 63 13 25 -12 6

7 一般機械 36 18 45 -27 40 50 10 40 78 22 0 22 7

8 電気機械 47 14 39 -25 53 25 22 3 56 33 11 22 8

9 その他 25 30 45 -15 21 53 26 27 58 16 26 -10 9

10 非 製 造 業 42 23 36 -13 39 21 40 -19 46 33 21 12 10

11 建設業 39 39 22 17 36 18 45 -27 41 32 27 5 11

12 運輸･通信業 41 9 50 -41 36 27 36 -9 45 27 27 0 12

13 卸売･小売業 34 23 43 -20 37 31 31 0 37 46 17 29 13

14 サービス業 26 21 53 -32 24 41 35 6 44 33 23 10 14

15 その他 59 24 18 6 53 0 47 -47 53 29 18 11 15

平成25年1月～3月期 平成25年4月～6月期 平成25年7月～9月期

平成25年1月～3月期 平成25年4月～6月期 平成25年7月～9月期



■第３表 自己企業の売上高判断 －増減要因－ （全産業・業種別）

販売数量 販売価格 販売数量 販売価格 販売数量 販売価格 販売数量 販売価格

1 全 産 業 91 4 82 27 63 4 89 3 1

2 製 造 業 83 3 91 41 93 7 90 0 2

3 食料品 100 0 93 27 100 0 100 0 3

4 衣服･その他 50 0 100 0 100 0 100 0 4

5 パルプ･紙 100 0 67 33 100 0 100 0 5

6 金属製品 - - 67 33 100 0 33 0 6

7 一般機械 100 0 100 60 100 0 100 0 7

8 電気機械 80 0 93 57 89 11 88 0 8

9 その他 100 17 89 11 90 10 100 0 9

10 非 製 造 業 92 4 81 24 57 4 89 3 10

11 建設業 78 22 60 40 100 0 80 10 11

12 運輸･通信業 100 0 91 9 83 17 75 13 12

13 卸売･小売業 88 13 100 20 100 0 100 0 13

14 サービス業 86 0 89 20 85 7 91 4 14

15 その他 100 0 67 33 - - 88 0 15

【注】「増減要因」は、分母を「増加」または「減少」と回答した事業所数としている

■第４表 自己企業の経常利益判断 ―増減の状況・見通し― （全産業・業種別）

変わらない 増加 減 少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減 少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減 少 ＢＳＩ

1 全 産 業 43 20 37 -17 45 21 34 -13 58 25 17 8 1

2 製 造 業 31 18 51 -33 36 41 23 18 57 22 21 1 2

3 食料品 11 6 83 -77 22 67 11 56 42 21 37 -16 3

4 衣服･その他 38 13 50 -37 25 25 50 -25 38 0 63 -63 4

5 パルプ･紙 0 60 40 20 25 25 50 -25 50 25 25 0 5

6 金属製品 50 13 38 -25 38 25 38 -13 63 13 25 -12 6

7 一般機械 36 18 45 -27 30 40 30 10 78 11 11 0 7

8 電気機械 37 20 43 -23 46 31 23 8 60 26 14 12 8

9 その他 30 30 40 -10 26 47 26 21 63 21 16 5 9

10 非 製 造 業 45 20 35 -15 46 18 36 -18 58 26 16 10 10

11 建設業 48 39 13 26 27 18 55 -37 50 18 32 -14 11

12 運輸･通信業 41 5 55 -50 41 18 41 -23 55 23 23 0 12

13 卸売･小売業 31 26 43 -17 40 34 26 8 46 40 14 26 13

14 サービス業 20 28 52 -24 25 32 43 -11 46 30 24 6 14

15 その他 71 12 18 -6 71 0 29 -29 75 19 6 13 15

平成25年7月～9月期

平成25年1月～3月期 平成25年4月～6月期

平成25年1月～3月期 平成25年4月～6月期

増 加 要 因 減 少 要 因 増 加 要 因 減 少 要 因



■第５－１表 自己企業の経常利益判断―増減要因 平成25年1月～3月期 (全産業・業種別）

販売数量 販売価格 人件費 原材料費 金利負担 その他 販売数量 販売価格 人件費 原材料費 金利負担 その他

1 全 産 業 94 4 10 26 0 3 69 25 4 3 2 1 1

2 製 造 業 78 10 28 0 0 7 82 18 5 10 1 9 2

3 食料品 100 0 100 0 0 0 87 33 0 7 7 7 3

4 衣服･その他 100 0 0 0 0 0 50 0 0 0 0 25 4

5 パルプ･紙 33 0 33 0 0 0 50 50 0 50 0 0 5

6 金属製品 100 0 0 0 0 0 67 0 0 0 0 0 6

7 一般機械 100 0 0 0 0 0 100 60 0 0 0 0 7

8 電気機械 57 14 14 0 0 14 80 7 7 13 0 13 8

9 その他 100 17 0 0 0 0 88 25 13 13 0 0 9

10 非 製 造 業 96 3 7 31 0 2 67 26 3 2 2 0 10

11 建設業 100 22 0 11 0 0 67 33 0 0 0 0 11

12 運輸･通信業 100 0 0 100 0 0 75 17 8 0 0 0 12

13 卸売･小売業 89 0 33 0 0 11 93 27 0 0 0 0 13

14 サービス業 94 6 6 6 0 0 91 18 9 6 6 0 14

15 その他 100 0 0 50 0 0 33 33 0 0 0 0 15

【注】「増減要因」は、分母を「増加」または「減少」と回答した事業所数としている

■第５－２表 自己企業の経常利益判断－増減要因 平成25年4月～6月期 (全産業・業種別）

販売数量 販売価格 人件費 原材料費 金利負担 その他 販売数量 販売価格 人件費 原材料費 金利負担 その他

1 全 産 業 59 12 5 0 0 0 84 15 9 18 2 1 1

2 製 造 業 87 19 12 3 0 0 83 16 2 17 0 7 2

3 食料品 100 17 0 8 0 0 100 0 0 50 0 0 3

4 衣服･その他 100 0 0 0 0 0 75 25 0 0 0 25 4

5 パルプ･紙 100 0 0 0 0 0 50 0 50 0 0 0 5

6 金属製品 50 0 50 0 0 0 67 0 0 0 0 0 6

7 一般機械 75 0 0 25 0 0 67 67 33 0 0 0 7

8 電気機械 82 18 18 0 0 0 75 25 0 13 0 13 8

9 その他 100 44 0 0 0 0 100 0 0 0 0 0 9

10 非 製 造 業 55 11 3 0 0 0 84 15 10 18 2 0 10

11 建設業 75 50 25 0 0 0 83 25 17 0 0 0 11

12 運輸･通信業 75 0 0 0 0 0 67 22 22 11 0 0 12

13 卸売･小売業 100 8 0 0 0 0 100 33 11 0 0 0 13

14 サービス業 86 19 5 0 0 0 86 18 18 7 7 0 14

15 その他 - - - - - - - - - - - - 15

【注】「増減要因」は、分母を「増加」または「減少」と回答した事業所数としている

増 加 要 因 減 少 要 因

増 加 要 因 減 少 要 因



■第６表 自己企業の生産数量の判断(製造業)

変わらない 増加 減 少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減 少 ＢＳＩ

1 製 造 業 38 17 46 -29 41 40 19 21 1

2 食料品 32 5 63 -58 26 63 11 52 2

3 衣服･その他 38 13 50 -37 38 25 38 -13 3

4 パルプ･紙 0 40 60 -20 50 25 25 0 4

5 金属製品 50 13 38 -25 38 25 38 -13 5

6 一般機械 27 18 55 -37 40 50 10 40 6

7 電気機械 42 19 39 -20 53 28 19 9 7

8 その他 32 26 42 -16 22 56 22 34 8

■第７表 在庫水準の判断 （製造業、卸売・小売業） ■第８表 自己企業の生産設備の規模判断 （製造業）

適正 過大 不足 ＢＳＩ 適正 過大 不 足 ＢＳＩ 適正 過大 不 足 ＢＳＩ

1 製 造 業 72 20 8 12 83 11 7 4 1 1 製 造 業 55 36 9 27 1

2 食料品 74 16 11 5 79 11 11 0 2 2 食料品 58 26 16 10 2

3 衣服･その他 75 25 0 25 88 13 0 13 3 3 衣服･その他 88 13 0 13 3

4 パルプ･紙 100 0 0 0 50 50 0 50 4 4 パルプ･紙 80 20 0 20 4

5 金属製品 88 13 0 13 100 0 0 0 5 5 金属製品 63 38 0 38 5

6 一般機械 64 18 18 0 64 9 27 -18 6 6 一般機械 36 27 36 -9 6

7 電気機械 69 23 9 14 86 9 6 3 7 7 電気機械 50 41 9 32 7

8 その他 74 21 5 16 78 17 6 11 8 8 その他 61 39 0 39 8

9 卸売・小売業 88 12 0 12 100 0 0 0 9

生 産 設 備

平成25年1月末時点

平成25年1月～3月期 平成25年4月～6月期

平成25年1月～3月期 平成25年4月～6月期

生 産 数 量



■第９―１表 設備投資の動向（全産業・業種別） 平成24年10月～12月期

実施しない 実施した 生産販売 合 理 化 設 備 の 研究開発 新規事業 事務所等 福利厚生 そ の 他

力の強化 省 力 化 補修更新 の 増 築 施 設

1 全 産 業 70 30 41 30 63 8 5 7 1 0 1

2 製 造 業 74 26 43 35 58 10 0 8 0 0 2

3 食料品 68 32 17 0 100 0 0 0 0 0 3

4 衣服･その他 75 25 50 0 50 0 0 0 0 0 4

5 パルプ･紙 20 80 50 50 100 0 0 0 0 0 5

6 金属製品 63 38 67 67 33 33 0 0 0 0 6

7 一般機械 64 36 0 25 25 0 0 50 0 0 7

8 電気機械 75 25 67 44 33 0 0 11 0 0 8

9 その他 90 10 0 50 100 50 0 0 0 0 9

10 非 製 造 業 70 30 41 30 63 8 5 7 2 0 10

11 建設業 96 4 100 100 0 100 0 0 0 0 11

12 運輸･通信業 73 27 50 17 67 0 0 0 17 0 12

13 卸売･小売業 83 17 50 17 67 0 17 17 0 0 13

14 サービス業 83 17 27 18 73 0 9 0 0 0 14

15 その他 47 53 33 33 67 0 0 11 0 0 15

【注】「設備投資の実施」は１千万円以上の設備投資の実施状況。「投資目的」は、分母を「実施した」と回答した事業所数としている

■第９―２表 設備投資の動向（全産業・業種別） 平成25年1月～3月期

実施しない 実施した 生産販売 合 理 化 設 備 の 研究開発 新規事業 事務所等 福利厚生 そ の 他

（する） 力の強化 省 力 化 補修更新 の 増 築 施 設

1 全 産 業 71 29 31 25 62 1 10 9 0 7 1

2 製 造 業 75 26 42 41 34 7 7 5 0 11 2

3 食料品 79 21 50 50 50 0 0 0 0 0 3

4 衣服･その他 75 25 0 0 100 0 0 0 0 0 4

5 パルプ･紙 20 80 0 25 75 0 0 0 25 25 5

6 金属製品 63 38 33 67 33 33 33 0 0 0 6

7 一般機械 91 9 0 0 0 0 0 100 0 0 7

8 電気機械 75 25 56 44 22 11 11 0 0 11 8

9 その他 70 30 17 33 50 0 0 0 0 33 9

10 非 製 造 業 70 30 29 22 67 0 11 10 0 6 10

11 建設業 83 17 25 25 50 0 25 0 0 0 11

12 運輸･通信業 77 23 40 0 60 0 0 0 0 0 12

13 卸売･小売業 83 17 50 50 50 0 33 17 0 17 13

14 サービス業 86 14 22 11 56 0 11 11 0 11 14

15 その他 47 53 22 22 89 0 0 11 0 0 15

【注】「設備投資の実施」は１千万円以上の設備投資の実施状況（見通し）。「投資目的」は、分母を「実施した（する）」と回答した事業所数としている

設備投資の実施 投 資 目 的

設備投資の実施 投 資 目 的



■第９―３表 設備投資の動向（全産業・業種別） 平成25年4月～6月期

実施しない 実施する 生産販売 合 理 化 設 備 の 研究開発 新規事業 事務所等 福利厚生 そ の 他

力の強化 省 力 化 補修更新 の 増 築 施 設

1 全 産 業 73 27 45 34 58 1 3 9 1 4 1

2 製 造 業 76 24 38 57 54 5 1 2 6 6 2

3 食料品 84 16 0 67 100 0 0 0 0 0 3

4 衣服･その他 75 25 50 0 50 0 0 0 50 0 4

5 パルプ･紙 25 75 33 0 33 0 0 33 0 0 5

6 金属製品 88 13 0 100 100 0 0 0 0 0 6

7 一般機械 64 36 25 0 25 0 25 25 0 25 7

8 電気機械 72 28 70 60 20 10 0 0 10 10 8

9 その他 80 20 0 50 100 0 0 0 0 0 9

10 非 製 造 業 72 28 47 30 59 0 4 10 0 4 10

11 建設業 96 4 100 100 0 0 0 0 0 0 11

12 運輸･通信業 77 23 40 0 60 0 0 0 0 0 12

13 卸売･小売業 74 26 67 33 56 0 0 11 0 0 13

14 サービス業 88 12 50 25 38 0 13 13 0 13 14

15 その他 53 47 25 25 88 0 0 13 0 0 15

【注】「設備投資の実施」は１千万円以上の設備投資の実施見通し。「投資目的」は、分母を「実施する」と回答した事業所数としている

■第１０表 資金繰りの判断 （全産業・業種別）

適正 余裕がある 余裕がない ＢＳＩ 適正 余裕がある 余裕がない ＢＳＩ

1 全 産 業 66 9 26 -17 64 8 28 -20 1

2 製 造 業 47 13 40 -27 45 12 44 -32 2

3 食料品 56 6 39 -33 50 11 39 -28 3

4 衣服･その他 75 0 25 -25 75 0 25 -25 4

5 パルプ･紙 80 0 20 -20 80 0 20 -20 5

6 金属製品 50 38 13 25 63 25 13 12 6

7 一般機械 18 9 73 -64 18 9 73 -64 7

8 電気機械 46 14 40 -26 40 14 46 -32 8

9 その他 40 15 45 -30 45 5 50 -45 9

10 非 製 造 業 69 8 24 -16 67 8 25 -17 10

11 建設業 48 19 33 -14 60 20 20 0 11

12 運輸･通信業 67 7 27 -20 60 7 33 -26 12

13 卸売･小売業 71 3 26 -23 74 0 26 -26 13

14 サービス業 58 10 32 -22 56 12 32 -20 14

15 その他 81 6 13 -7 75 6 19 -13 15

設備投資の実施 投 資 目 的

平成25年1月～3月期 平成25年4月～6月期



■第１１表 企業経営上の問題点（全産業・業種別) 平成25年2月1日現在

単位：％

生産設備 生産設備 人手過剰 人手不足 代 金 金 利 原材料品 競争激化 売 上 仕入商品 製品販売 原材料等 人 件 費 円 高 円 安

過 剰 不 足 回 収 難 負 担 増 不 足 受注不振 不 足 価 格 安 価 格 高 増 大

1 全 産 業 1 4 5 17 2 3 1 58 50 0 31 30 17 1 10 1

2 製 造 業 2 4 7 10 3 6 1 36 68 0 45 37 13 5 7 2

3 食料品 0 6 0 22 0 11 6 39 39 0 61 61 0 0 0 3

4 衣服･その他 0 0 0 14 0 0 0 14 43 0 43 29 29 0 14 4

5 パルプ･紙 0 0 0 0 0 0 0 80 40 0 80 60 0 0 0 5

6 金属製品 13 13 0 0 0 0 0 50 50 0 38 25 13 13 25 6

7 一般機械 0 18 0 0 9 0 0 55 64 0 36 45 18 9 9 7

8 電気機械 3 3 11 8 6 8 0 28 81 0 31 28 17 8 8 8

9 その他 0 0 7 7 0 0 0 47 80 0 73 33 13 0 7 9

10 非 製 造 業 1 4 5 18 2 3 1 62 47 0 29 29 18 0 10 10

11 建設業 0 0 0 10 5 10 0 80 55 0 35 35 15 0 0 11

12 運輸･通信業 0 5 0 30 0 5 0 40 65 0 10 60 20 0 10 12

13 卸売･小売業 3 0 6 9 6 3 0 58 76 0 27 15 18 0 3 13

14 サービス業 0 2 2 36 2 4 2 66 70 0 43 15 21 0 0 14

15 その他 0 8 8 8 0 0 0 62 8 0 23 38 15 0 23 15

■第１２表 円相場の影響 （全産業・業種別）

単位：％

な い 為替損益 輸出増減 価格変動 その他 為替損益 輸出増減 価格変動 その他 為替損益 輸出増減 価格変動 その他

円高 円安 圧 力 圧 力 圧 力

1 全 産 業 72 10 19 15 12 56 17 43 1 28 22 11 2 8 7 1

2 製 造 業 61 16 22 52 15 21 8 44 5 20 25 18 5 8 6 2

3 食料品 74 5 21 100 0 0 0 50 0 50 0 16 0 11 0 3

4 衣服･その他 88 0 13 - - - - 100 0 0 0 13 0 0 0 4

5 パルプ･紙 60 0 40 - - - - 50 0 0 50 20 0 0 20 5

6 金属製品 63 13 25 100 0 0 0 0 0 0 100 13 0 0 25 6

7 一般機械 18 45 36 20 60 20 0 50 0 50 0 27 27 27 0 7

8 電気機械 53 22 25 50 25 25 0 56 11 0 22 25 8 6 6 8

9 その他 80 10 10 0 0 50 50 0 0 50 50 0 0 10 10 9

10 非 製 造 業 73 9 18 9 11 62 18 43 0 29 21 9 1 11 5 10

11 建設業 75 4 21 0 0 100 0 20 0 40 40 4 0 12 8 11

12 運輸･通信業 82 5 14 0 0 100 0 33 0 33 33 5 0 10 5 12

13 卸売･小売業 78 6 17 50 0 50 0 50 0 50 0 12 0 12 0 13

14 サービス業 86 8 6 0 40 60 0 25 0 50 0 2 3 8 0 14

15 その他 59 12 29 0 0 50 50 60 0 0 40 17 0 6 18 15

【注】「影響の内容」は、分母はを「円相場の影響」において「ある」と回答した事業所数としている

合計

あ る

円相場の影響 円高の影響 円安の影響



■第１３表 輸出割合

単位：％

な い あ る 0～20% 21～40% 41～60% 61～80% 81～100%

1 全 産 業 88 12 66 19 6 0 9 1

2 製 造 業 73 27 62 21 7 0 10 2

3 食料品 84 16 100 0 0 0 0 3

4 衣服･その他 87 13 100 0 0 0 0 4

5 パルプ･紙 80 20 0 100 0 0 0 5

6 金属製品 87 13 100 0 0 0 0 6

7 一般機械 18 82 56 22 0 0 22 7

8 電気機械 64 36 54 23 15 0 8 8

9 その他 95 5 100 0 0 0 0 9

10 非 製 造 業 98 2 100 0 0 0 0 10

11 建設業 100 0 - - - - - 11

12 運輸･通信業 100 0 - - - - - 12

13 卸売･小売業 97 3 100 0 0 0 0 13

14 サービス業 97 3 100 0 0 0 0 14

15 その他 100 0 - - - - - 15

【注】「輸出の割合」は、分母を「輸出の有無」において「ある」と回答した事業所数としている

輸出の有無 輸出の割合



平成２５年第１回

秘 鳥取県企業経営者見通し調査票

※ なるべく事業所の経営者または責任者の方が記入して下さい。

事 業 所 の 名 称

所 在 地 (〒 － )

主な事業の内容 （出荷額、販売額が最大のものを記入して下さい）

回 答 者 職 氏 名 電話 （ ）局 番

この調査は、鳥取県統計調査条例に基づき鳥取県が実施する県単独調査です。
秘密の保護には万全を期していますので、ありのままを記入して下さい。

＜あなたの判断、見通しを該当する欄に○をして下さい。＞

１ 業 界 の 景 気 に つ い て（全産業）

変わらない 上 昇 下 降 不 明

(平成２４年10～12月期に比べ) (1) (2) (3) (4)

平成２５年１～３月期は
(平成２５年１～３月期に比べ) (5) (6) (7) (8)

平成２５年４～６月期は
(平成２５年４～６月期に比べ) (9) (10) (11) (12)

平成２５年７～９月期は

＜以下は、あなたの事業所についておたずねします。＞

２ 売 上 高 に つ い て（全産業）

変わらない 増 加 減 少 販売数量 販売価格

(10～12月期に比べ) (13) (14) (15) (16) (17)
１～３月期

平成２５年１～３月期は 増減要因
(１～３月期に比べ) (18) (19) (20) (21) (22)

４～６月期
平成２５年４～６月期は
(４～６月期に比べ) (23) (24) (25)
平成２５年７～９月期は

３ 経 常 利 益 に つ い て（全産業）

販 売 販 売 原 材 金 利
変わらない 増 加 減 少 人件費 その他

数 量 価 格 料 費 負 担
(10～12月期に比べ) (26) (27) (28) (29) (30) (31) (32) (33) (34)

１～３月期
平成２５年１～３月期は 増減要因は
(１～３月期に比べ) (35) (36) (37) (２つ以内) (38) (39) (40) (41) (42) (43)

４～６月期
平成２５年４～６月期は
(４～６月期に比べ) (44) (45) (46)
平成２５年７～９月期は

４ 設 備 投 資 に つ い て（全産業）

（総額）
生産力 合理化 既 存 設 備 研 究 新 規 事務所 福 利

１千万円以上の投資を ･
販売力 ・ の補修 倉庫等 厚 生 その他

しない した(する) の強化 省力化 ･更新 開 発 事 業 の建築 施 設

平成２４年 (47) (48) (49) (50) (51) (52) (53) (54) (55) (56)
10～12月期

10～12月期は
平成２５年 (57) (58) 目的は (59) (60) (61) (62) (63) (64) (65) (66)

１～３月期
１～３月期は (いくつ
平成２５年 (67) (68) でも) (69) (70) (71) (72) (73) (74) (75) (76)

４～６月期
４～６月期は

（裏面に続きます）

連 鳥取県企画部統計課

絡 〒680-8570 鳥取市東町1丁目220

先 電話 0857-26-7104 FAX 0857-23-5033

調査基準日 平成25年２月１日(金)

提 出 期 限 平成25年２月８日(金)

※ 法人番号 産業分類

※ ※



５ 生 産 設 備 に つ い て（製造業のみ）

適 正 過 大 不 足

(77) (78) (79)
平 成 ２ ５ 年 １ 月 末 の 状 況

６ 生 産 数 量 に つ い て（製造業のみ）

変わらない 増 加 減 少

(平成２４年10～12月期に比べ) (80) (81) (82)
平成２5年１～３月期は

(平成２５年１～３月期に比べ) (83) (84) (85)
平成２５年４～６月期は

７ 製 品 ・ 商 品 の 在 庫 水 準 に つ い て（製造業、卸売・小売業のみ）

適 正 過 大 不 足

(平成２４年10～12月期に比べ) (86) (87) (88)
平成２５年１～３月期は

(平成２５年１～３月期に比べ) (89) (90) (91)
平成２５年４～６月期は

８ 資 金 繰 り に つ い て（全産業）

適 正 余裕がある 余裕がない

(平成２４年10～12月期に比べ) (92) (93) (94)
平成２５年１～３月期は

(平成２５年１～３月期に比べ) (95) (96) (97)
平成２５年４～６月期は

９ 企 業 経 営 上 の 問 題 点 に つ い て（３つ以内）（全産業）

（98 ）生産設備過剰 （99 ）生産設備不足 （100 ）人手過剰 （101 ）人手不足
（102 ）代金回収難 （103 ）金利負担増 （104 ）原材料不足 （105 ）競争激化
（106 ）売上・受注不振 （107 ）仕入商品不足 （108 ）製品・販売価格安 （109 ）原材料･仕入価格高
（110 ）人件費増大 （111 ）円高 （112 ）円安

１０ 対 米 ド ル 円 相 場 の 影 響 に つ い て（全産業）

円相場の影響が

(113)
な い

(114)
円高 影響は 為替損益 輸出増減 価格変動圧力 その他（具体的に）

あ る
(115) (１つ選択) (116) (117) (118) (119)

円安

１１ 輸 出 に つ い て（全産業）

輸 出 が

(120)
な い ０～２０％ ２１～４０％ ４１～６０％ ６１～８０％ ８１～100％

輸出割合は
(121) (122) (123) (124) (125) (126)

あ る
(１つ選択)

１２ 現 在 の 景 況 感 、 企 業 経 営 上 の 問 題 点 に つ い て 記 入 し て 下 さ い 。

御協力ありがとうございました。

※ 法人番号 産業分類

※ ※



鳥取県
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